（案）
今治市デジタル未来コンソーシアム　ＤＸ勉強会実施業務
公募型プロポーザル基準仕様書

１　業務の名称
今治市デジタル未来コンソーシアム　ＤＸ勉強会実施業務

２　業務の目的
　　今治市では本市におけるデジタル推進の指針として、令和４年度に「今治市デジタル未来戦略（以下「戦略」という。）を策定した中で、ソーシャルキャピタルの形成及びDX推進をきっかけとした市民連携を理念として定め、それを達成するためデジタル未来コンソーシアム（以下「コンソーシアム」という。）を令和５年度に設置した。
　　このコンソーシアムの目的は、デジタル技術等に関する勉強会や情報交換会などを通じて今治市の官民のデジタル力の底上げを図ると同時に、今治市のデジタル化の推進のための官民連携基盤を作り、デジタルをきっかけとしたソーシャルキャピタルを形成することである。
本業務は、コンソーシアムにおける取組の一環として、コンソーシアム構成員である「今治市内に拠点を有するもしくは今治市内でデジタル推進に関する取り組みを行おうとする事業所または団体等（以下「参加各事業者」という。）」を対象として、ＤＸに関する基本的な知識を学び、課題を発見し、自ら当該課題解決を実践することをワンパッケージとした勉強会の実施を通じて、参加各事業者におけるＤＸの取組を促進することを目的とする。

３　履行期間
　　契約締結の日から令和７年２月28日(金)まで

４　業務内容
　　受託者は、今治市デジタル未来コンソーシアムの趣旨を踏まえ、下表に掲げる内容を基本とした勉強会を実施（企画・運営）すること。

	回数
	時期
	テーマ

	第１回
	令和６年７月～令和７年２月末日までの期間において、概ね月１回程度
	・ＤＸ推進についての基本的な考え方を学ぶ。

	第２回
	
	・課題解決メソッドの基礎を学ぶ。
・グループワーク等により自社の課題を洗い出し、深掘りする方法を学ぶ。

	第３回
	
	・洗い出した自社の課題について更なる深掘りを行う。

	第４回
	
	・前２回で深掘りした課題解決のソリューションを有する企業とのマッチングを行う。

	第５回
	
	・課題解決実践事例の発表及び中間発表を行う。

	第６回
	
	・最終成果発表を行う。

	【その他の要件】
①　実施回数　　全６回以上とし、１回あたり２時間程度
②　開催形態　　会場開催・オンライン開催の他、ハイブリッド開催にも対応可能であること。
③　運営管理　　勉強会の参加者の募集及び受付
④　参加人数　　会場最大50名程度、オンライン最大30名程度に対応
⑤　司会進行　　司会進行及びこれに必要な人員配備等は受託者にて行うこと。
⑥　会場・機器類・資料等　　勉強会実施に必要な会場、機器類、資料等は受託者において準備すること。



５　成果物
　　受託者は、前項に掲げる勉強会の各回完了後１か月以内に、以下の各号に掲げる事項を記載した実績報告書(様式は任意とし、電子データによる提出とすること。)を提出すること。
なお、本業務における成果品及び中間生成物に関する所有権、著作権（著作権法（昭和 45 年法律第48 号）第 21 条から第 28 条までに定められた権利をいう。）その他一切の権利は今治市に帰属するものとする。また、成果品は、市が作成するホームページや印刷物等に自由に使用できるものとし、受託者は著作者人格権を行使しない。
　(１)　開催日時・会場・テーマ・参加人数
　(２)　当日の様子が分かる写真（３カット以上）
　(３)　当日勉強会に使用した資料がある場合は当該資料、無い場合は当日実施した勉強会の概要を簡潔にまとめたもの。

６　その他留意事項
(１)　受託者の義務 
ア　受託者は、本業務の意図及び目的を十分に把握し業務を遂行すること。 
イ　受託者は、本業務の実施にあたり、今治市と詳細な協議を行い、今治市の承認後に業務を遂行すること。なお、本仕様書は、業務の主要事項のみを示したものであるため、これらに記載の無い事項であっても、業務遂行上必要と認められるものについては、責任を持って充足すること。 
(２)　受託者の負担の範囲 
ア　業務の実施に伴い必要な交通費、通信費、消耗品の調達、発生した廃棄物の処理費用等は、全て受託者の負担とする。 
イ　業務の性質上当然実施しなければならないもの、業務に関連する軽微な事項及び業務の関連性から今治市が必要と判断したものなど、当該業務に係る附帯的業務は、受託者の負担とする。 
(３)　疑義の協議 
受託者は、常に今治市との連絡を密にし、本仕様書及び契約図書に記載のない事項及び記載内容に関して生じた疑義については、今治市との協議を経て業務を進めること。 
(４)　個人情報の保護 
本業務を通じて取得した個人情報については、今治市個人情報保護法の施行等に関する条例（令和４年12月21日）その他関係法令等並びに別記の個人情報の取扱いに関する特記仕様書及び特定個人情報等の取扱いに関する特記仕様書に基づき、適正に管理し、取り扱うこと。 
(５)　機密保持 
受託者は、本業務の実施時において知り得た情報の取扱いに十分留意し、本業務が完了した後においても第三者に漏らしてはならない。 
(６)　著作物に関する使用許可
本業務を実施するに当たって使用する資料等の著作権等の権利については、受託者において使用許可等を得ること。 
(７)　資料の貸与
本業務の実施に当たって、必要な資料等で今治市が所有するものについては、受託者に貸与する。ただし、本業務完了後、受託者は速やかに返却すること。 
(８)　再委託
受託者は、業務の全部又はその主たる部分を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせる場合、あらかじめ今治市の承諾を得たときは、この限りでない。 
なお、今治市の承諾を得る場合は、再委託先ごとの業務内容、再委託先の概要及びその体制と責任者を明記の上、事前に書面にて今治市に届け出なければならない。 
(９)　損害賠償
受託者は、本業務実施中に生じた事故や第三者に与えた損害について一切の責任を負い、今治市に発生原因及び経過等を速やかに報告し、今治市の指示に従うこと。 
(10)　契約不適合
受託者は、本業務終了後であっても、成果品に契約不適合が発見された場合は、受託者の負担で修正を行うこと。 
(11)　関係法令等の遵守
本業務の実施に当たって、受託者は適用を受ける関係法令を遵守し、業務の円滑な実施を図ること。 
(12)　新型コロナウイルス感染拡大防止対策
受託者は、業務従事者の体調管理を適切に実施することなどにより、新型コロナウイルス感染拡大防止対策を実施すること。 

７　業務の完了及び検査
受託者は、業務完了後速やかに委託業務実施報告書兼検査（確認）調書（今治市指定様式）その他今治市が指示する書類等を提出し、今治市の検査を受けるものとし、加除訂正等の指示を受けた場合は速やかにその指示に従うこと。なお、加除訂正等にかかる費用は受託者の負担とする。

８　連絡・問合せ先 
[bookmark: _Hlk162889122]今治市役所 総合政策部 企画政策局 未来デジタル課 DX推進室
[bookmark: _Hlk162889174]〒794－0067　今治市高橋ふれあいの丘３番　驀進ベース内
電話番号　0898-36-1507（直通） 
メールアドレス　mirai@imabari-city.jp
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